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外
国
人
介
護
人
材
の
受
け
入
れ
制
度
は

４
種
類
に

　
２
０
１
８
年
12
月
の
出
入
国
管
理
法
の
改
正
に
よ

り
、
外
国
人
介
護
人
材
の
受
け
入
れ
制
度
は
、
①
２

国
間
の
経
済
連
携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
に
基
づ
く
受
け

入
れ
（
２
０
０
８
年
7
月
～
）、
②
介
護
福
祉
士
資

格
を
取
得
し
た
留
学
生
へ
の
在
留
資
格「
介
護
」の

付
与
（
２
０
１
７
年
９
月
～
）、
③
外
国
へ
の
技
能

移
転
を
目
的
に
し
た
技
能
実
習
制
度
へ
の
介
護
分
野

の
追
加
（
２
０
１
７
年
11
月
～
）、
④
特
定
技
能
１

号（
２
０
１
９
年
4
月
～
）の
４
種
類
と
な
っ
た
。

　「
特
定
技
能
１
号
」
と
、
他
の
制
度
と
の
関
係
は

図
１
の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。
制
度
の
趣
旨
が
そ
れ

ぞ
れ
異
な
る
た
め
、
多
様
化
し
て
い
る
。

　
新
た
に
加
わ
っ
た
「
特
定
技
能
１
号
」
は
、「
特

定
産
業
分
野
に
属
す
る
相
当
程
度
の
知
識
又
は
経
験

を
必
要
と
す
る
技
能
を
要
す
る
業
務
に
従
事
す
る
外

国
人
向
け
の
在
留
資
格
」
で
、
技
能
水
準
・
日
本
語

能
力
水
準
を
試
験
等
で
確
認
し
入
国
、
介
護
施
設
等

で
通
算
５
年
間
の
就
労
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。「
特

定
技
能
１
号
」
の
技
能
水
準
は
、「
技
能
実
習
」
の

上
位
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

　
他
産
業（
建
設
、造
船
・
舶
用
工
業
）で
は「
特
定
技

能
２
号
」（
特
定
産
業
分
野
に
関
す
る
熟
練
し
た
技
能

を
要
す
る
業
務
に
従
事
す
る
外
国
人
向
け
の
在
留
資

格
）も
存
在
す
る
が
、介
護
分
野
に
つ
い
て
は
、「
特
定

技
能
２
号
」は
在
留
資
格「
介
護
」と
同
等
レ
ベ
ル
と

み
な
し
て
い
る
た
め
、介
護
分
野
に
は
存
在
し
な
い
。

　「
特
定
技
能
１
号
」
は
、
家
族
（
配
偶
者
・
子
）

の
帯
同
は
基
本
的
に
認
め
ら
れ
て
い
な
い
が
、
在
留

資
格
「
介
護
」
で
は
可
能
で
あ
り
、
在
留
期
間
も
更

新
は
必
要
で
あ
る
も
の
の
、
回
数
制
限
は
な
い
。

　
な
お
、
法
務
省
で
は
、「
新
し
い
経
済
政
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
（
２
０
１
７
年
12
月
8
日
閣
議
決
定
）」
を

踏
ま
え
、「
特
定
技
能
１
号
」
の
在
留
資
格
で
、
３

年
以
上
介
護
施
設
等
で
就
労
後
、
実
務
者
研
修
を
受

講
し
、介
護
福
祉
士
国
家
試
験
に
合
格
し
た
場
合
は
、

在
留
資
格
「
介
護
」
の
資
格
を
認
め
る
省
令
改
正
の

手
続
き
を
進
め
て
い
る
。

「
特
定
技
能
１
号
」
は

就
労
と
同
時
に
配
置
基
準
に
算
定
可
能

　
介
護
分
野
で
の「
特
定
技
能
１
号
」の
受
け
入
れ
見

込
み
数
は
、
５
年
間
で
最
大
６
万
人（
上
限
）。人
材

の
基
準
は
、介
護
技
能
評
価
試
験（
現
地
語
）、
日
本

　2018年12月8日に改正出入国管理法が成立し、2019年4月1日から施
行されています。これにより外国人介護人材の在留資格は、これまでの①経済
連携協定（EPA）に基づく介護福祉士候補生、②留学から介護福祉士資格を得
て介護現場で働く人（在留資格「介護」）、③外国人技能実習生に、4つめの「特
定技能」が加わりました。なお、特定技能には1号・2号があり、2号の場合
は家族の帯同ができ、永住も可能となる在留資格ですが、介護分野については、
2号は②の在留資格「介護」と同等レベルとみなされ、存在しません。
　法務省では「特定技能1号」の在留資格で3年以上介護施設で就労後、実務
者研修を受講し、介護福祉士試験に合格した場合は②の在留資格「介護」と認
める省令改正の準備を進めているほか、過去にEPAで入国し、介護福祉士国家
試験で不合格となって帰国した人については、4年間以上の就労経験等、一定
の条件があれば、特定技能1号として認めることとなりました。
　多様化する受入れの仕組みと、事業者が行うべき配慮・注意点等についてみ
ていきます。

多
様
化
す
る

外
国
人
介
護
人
材
の
在
留
資
格
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語
試
験
（
国
際
交
流
基
金
日
本
語
基
礎
テ
ス
ト
（
14

職
種
共
通
）ま
た
は
日
本
語
能
力
試
験（
Ｎ
４
以
上
））

に
加
え
て
介
護
日
本
語
評
価
試
験
の
合
格
者
と
な
っ

て
い
る（
い
ず
れ
も
海
外
で
実
施
）。介
護
日
本
語
評

価
試
験
は
、
介
護
分
野
の
み
に
上
乗
せ
さ
れ
て
い
る

試
験
で
、
介
護
業
務
に
従
事
す
る
う
え
で
支
障
の
な

い
程
度
の
水
準
の
日
本
語
能
力
を
確
認
す
る
も
の
。

　
す
で
に
フ
ィ
リ
ピ
ン
で
は
第
１
回
試
験
（
２
０
１

９
年
4
月
13
～
14
日
）、第
２
回
（
5
月
25
～
27
日
）、

第
３
回
（
6
月
15
～
16
日
）、
第
４
回
（
6
月
22
～

24
日
）、第
5
回
（
7
月
1
～
4
日
、
8
～
11
日
）
と

月
１
回
ペ
ー
ス
で
実
施
さ
れ
て
お
り
、
今
後
も
同
様

の
ペ
ー
ス
で
開
催
さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
な
お
、
第

１
回
は
受
験
者
１
１
３
人
・
合
格
者
84
人
、
第
２
回

は
受
験
者
３
３
６
人
・
合
格
者
１
２
１
人
等
と
な
っ

て
い
る
。
合
格
者
は
今
後
、
ビ
ザ
の
申
請
手
続
き
を

経
て
、
入
国
す
る
こ
と
と
な
る
。

　
フ
ィ
リ
ピ
ン
以
外
の
国
（
ベ
ト
ナ
ム
、
カ
ン
ボ
ジ

ア
、
中
国
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
タ
イ
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、

ネ
パ
ー
ル
、
モ
ン
ゴ
ル
）
に
お
い
て
も
、
試
験
の
実

施
環
境
が
整
っ
た
国
か
ら
順
次
行
わ
れ
る
見
込
み
と

な
っ
て
い
る
。

　「
特
定
技
能
１
号
」
の
資
格
者
が
従
事
す
る
業
務

は
、
入
浴
、
食
事
、
排
泄
介
助
等
の
身
体
介
護
の
ほ

か
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
や
機
能
訓
練
の
補
助
等
の

支
援
業
務
で
あ
り
、
技
能
実
習
と
同
様
に
、
訪
問
系

サ
ー
ビ
ス
は
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
。

　
雇
用
形
態
は
、受
け
入
れ
機
関
と
外
国
人
が
直
接
、

雇
用
契
約
を
結
ぶ
直
接
雇
用
で
、
派
遣
に
よ
る
就
労

は
認
め
て
い
な
い
。
ま
た
当
然
な
が
ら
、
労
働
基
準

法
の
対
象
と
な
る
。
受
け
入
れ
機
関
に
は
、
厚
生
労

働
省
が
組
織
す
る
協
議
会
へ
の
加
入
や
、
厚
生
労
働

省
が
実
施
す
る
調
査
や
指
導
へ
の
協
力
、
事
業
所
単

位
で
の
受
け
入

れ
人
数
の
設
定

（「
特
定
技
能
１

号
」
資
格
者
の

総
数
は
「
日
本

人
等
の
常
勤
介

護
職
員
の
総
数

を
超
え
な
い
」）

が
求
め
ら
れ

る
。

　「
特
定
技
能

１
号
」の
外
国

人
介
護
人
材
の

介
護
報
酬
上
の

取
扱
い
に
つ
い

て
は
、
技
能
実

習
３
年
修
了
者

と
同
等
の
介
護

技
能
が
あ
る
と

み
な
し
て
、
就

労
と
同
時
に
配

置
基
準
に
算
定

す
る
こ
と
が
で

き
る
が
、
一
定

期
間
（
６
カ
月

を
想
定
）
は
他

の
日
本
人
職
員

と
チ
ー
ム
で
ケ

ア
に
あ
た
る

等
、
受
け
入
れ

施
設
で
順
応
で

き
る
よ
う
サ
ポ

ー
ト
し
、
ケ
ア

図1・2…介護分野における特定技能協議会（第1回）資料６より（図1は編集部にて一部修正）

二国間の経済連携の強化

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン

・ベトナム）

専門的・技術的分野の
外国人の受入れ

在留資格「介護」
（H29.9／1～）

本国への技能移転

技能実習
（H29.11／1～）

人手不足対応のための一定の専門
性・技能を有する外国人の受入れ

特定技能１号
（H31.4／1～）

制度
趣旨

受入れ
の流れ

【
特
定
活
動 （
Ｅ
Ｐ
Ａ
）】

介護福祉士候補者として入国

【
技
能
実
習
】

実習実施者（介護施設等）の
下で実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験
を受検

受検（入国１年後）

受検（入国３年後）

帰国

本国での技能等の活用

受検（入国５年後）

【
特
定
技
能
１
号
】

技能水準・
日本語力能力水準を
試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

〈就学コース〉 〈就労コース〉

介護福祉士国家試験

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注3）

（注1）

 （フィリピン、ベトナム）

【
介
護
】

【
留
学
】

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

介護福祉士
養成施設
（２年以上）

介護施設等で
就労・研修
（３年以上）

（注2）

（3年以上）

※【   】内は在留資格

※法務省令を改正予定

（注1）

●家族（配偶者・子）の帯同が可能
●在留期間更新の回数制限なし

介護福祉士国家試験

外国人介護人材受入れの仕組み図1

（注1）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和3年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。
（注2）「新しい経済対策パッケージ」（平成29年12月8日閣議決定）において、「介護分野における技能実習や留学中の資格外活動による3年以上の実務経験に加え、実務者研修を受講し、介護福祉士の国家試

験に合格した外国人に在留資格を認めること」とされており、現在、法務省において法務省令の改正に向けて準備中。
（注3）4年間にわたりEPA介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、「特定技能1号」への移行に当たり、技能試験および日本語試験等を免除。
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